
小学校数 中学校数 義務教育学校数
中 等 教 育 学 校 数
（ 前 期 課 程 ）

調理場数

調理 311 131 1 0 66

運搬 117 37 0 0 69

物資購入管理 2 1 0 0 5

食器洗浄 298 129 1 0 62

ボイラー管理 3 1 0 0 51

その他の業務 240 89 0 0 66

５　「その他の業務」には、配膳業務、施設の清掃・点検等が挙げられている。

２　炊飯の委託は除く。

３　単独調理場のうち、小中学校併設校等で調理場を共用（共同調理場から給食の提供を受けているものを除く。）

　　している場合は、それぞれの学校を単独調理場方式の欄に計上している。

４　共同調理場の学校数には、当該共同調理場から給食の提供を受けている公立の小・中学校、義務教育学校

　　及び中等教育学校（前期課程）を計上している。

第６表　調理場業務状況
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区分

434

単独調理場

（１）学校給食外部委託状況    　　　　　 令和７年５月１日現在

１　対象は、「第１表（２）」で「単独調理場方式」又は「共同調理場方式」と回答した学校の給食とする。

（注）

共同調理場

560

58

529

対象学校数

537



学校数 割合(％) 学校数 割合(％) 学校数 割合(％) 学校数 割合(％)

392 校 339 86.5 325 82.9 270 68.9 7 1.8

133 校 102 76.7 98 73.7 59 44.4 2 1.5

1 校 1 100.0 1 100.0 0 0.0 0 0.0

0 校 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

40 校 33 82.5 32 80.0 28 70.0 2 5.0

71 場 67 94.4 55 77.5 27 38.0 8 11.3

13 校 13 100.0 13 100.0 0 0.0 0 0.0

（注）　

２　重複回答可である。

４　「弁当対応」とは、対応が困難な場合に一部もしくは全部、弁当持参で対応している場合である。

５　「除去食対応」とは、申請のあった原因物質を除いた給食を提供している場合である。

６　「代替食対応」とは、除去食で失われた栄養価を別の食品で補う給食を提供している場合である。

１　対象は、完全給食を実施する公立の小学校、中学校、義務教育学校、

　　中等教育学校（前期課程）、特別支援学校及び共同調理場である。

　　している場合である。

　　令和７年５月１日現在

④代替食対応

共 同 調 理 場

その他（デリバリー方式等）

（２）食物アレルギーへの対応

３　「詳細な献立表」とは、判断できるような原材料を示し保護者・担任の指示、本人の判断で除外

区 分 ①詳細な献立表対応

校 種 及 び 総 数

②弁当対応 ③除去食対応

小 学 校単
　
独
　
調
　
理
　
場

中 学 校

義 務 教 育 学 校

特 別 支 援 学 校

中 等 教 育 学 校
（ 前 期 課 程 ）


